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２ 「復興交付金事業」の確実な予算措置及び柔軟な運用 

 

３ 被災地復興のための人的支援・財源措置 

 

４ ＪＲ山田線及び大船渡線の早期復旧に係る国の支援 
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東日本大震災津波からの本格復興を 

推進するための要望書 
 

未曾有の被害をもたらした東日本大震災津波から３年以上
が経過し、沿岸地域をはじめ県民が一丸となって復旧・復興

に向けて取り組んでいるところですが、その被害の爪跡は、

今もなお、被災地に色濃く残されている状況にあります。 

本県においては、沿岸地域を中心に、現時点（４月 30 日現

在）で、死者 4,672 人、行方不明者 1,132 人、家屋の流失・

倒壊等、家屋被害も２万５千棟を超えており、被災地の方々
にあっては、応急仮設住宅等での生活を余儀なくされるなど、

依然として、厳しい状況に置かれております。 

 このような中、本県では、発災以来、国や関係市町村、さ
らには全国の皆様からの御支援と御協力のもと、復旧・復興

に向けた取組を推進してきたところです。平成 26 年度におい

ては、これまで進めてきた「基盤復興」の成果を土台とし、
第２期復興実施計画に基づき「本格復興」の取組を力強く推

し進めていくこととしておりますが、本県及び沿岸地域は、

経済的にも財政的にも脆弱な地域であり、甚大な被害を受け
た被災地では、引き続き国等の強力な支援が必要であります。 

国におかれましては、「東日本大震災復興基本法」等の制定

や復興庁の設置に加え、「東日本大震災復興特別区域法の一部
を改正する法律」の施行による円滑な事業用地確保の支援な

ど、被災地の復興に向けて鋭意御尽力いただいているところ

です。 

今後も、国費による充実した支援と地方負担も含む復興財

源を確保するとともに、復興の加速化に向け、支障となって

いる現行制度の弾力的な運用を図り、引き続き、既存の枠組
みを超える強力な復旧・復興対策に、全力を挙げて取り組ま

れますよう、強く要望いたします。 
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１ 復興に必要な財源の確保と十分な予算措置 

                                                            

（１） 復興が完了するまでの間の財源確保 

    国の復興財源のフレームは、集中復興期間である平成 27 年度

までしか示されていないことから、復旧・復興事業を計画的に実

施するためにも、復興が完了するまでの間の十分な財源フレーム

を早期に示すとともに、所要の財源確保を図るよう要望します。 

 

（２） 特例的な財政支援の継続 

    復興の実現には、長期にわたる国の特例的な支援が今後とも必

要であり、復興が完了するまでの間、復興交付金や震災復興特別

交付税、「復興枠」による別枠での予算確保等による財政支援措

置をこれまでと同様に継続し、新たな地方負担を生じさせること

のないよう要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

 

 

                                                            

２ 「復興交付金事業」の確実な予算措置及び柔軟な運用 

                                                            

（１） 確実な予算措置 

    被災地域の復興のために必要な取組が確実に実施されるよう、

平成 27 年度までとされている復興交付金制度の期間を延長し、

復興が完了するまでの間、復興交付金事業の確実な予算措置を図

るよう要望します。 

    また、複数年度にわたる復興事業については、原則として必要

な期間の交付金を一括して交付するとともに、資材高騰等による

事業費の増額に十分に対応できる予算を確保するよう要望しま

す。 

 

（２） 復興交付金の交付対象事業の拡大 

    復興交付金は基幹事業として５省 40 事業を交付対象としてい

ますが、今後必要となる観光関連施設の整備など、県が復興計画

で掲げている「なりわい」の再生に資する事業に対する支援が部

分的であることから、交付対象を拡大するよう要望します。 

 

（３） 効果促進事業の柔軟な運用 

    基幹事業と関連し、使途の自由度の高い資金として創設された

効果促進事業については、採択される事業が限られていることか

ら、地方が創意工夫を発揮できるよう、対象事業の拡大を要望し

ます。 

    また、一括配分に関しては、使途内訳書を提出することにより

着手可能となる制度の趣旨に沿って、早期に事業着手が図られる

よう、柔軟かつ迅速な対応を要望します。 
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３ 被災地復興のための人的支援・財源措置 

                                                            

 復興事業を迅速かつ確実に行うためには、被災地のまちづくりや災

害公営住宅の建設等ハード事業を担う技術職員及び用地買収を担当す

る職員をはじめ、被災者の心身の健康を守る保健活動や建物再建後の

課税評価等のソフト事業を担う人材など、各分野において専門的知識

を有するマンパワーが必要となるため、その人員確保について、更な

る強化を要望します。 

 

（１） 人的支援及び国による総合的な調整機能の強化 

    復興事業が本格化する中で、さらにマンパワーが必要となるこ

とから、全国の地方公共団体、国等の関係機関による人的支援を

継続するとともに、国による関係機関との総合的な調整機能を強

化するよう要望します。 

 

（２） 国による任期付職員の採用制度の創設 

    復興事業が本格化する中で、豊富な経験を有する即戦力が必要

であることから、国、独立行政法人や民間企業を退職した職員を、

国において任期付職員として一括採用し、被災地方公共団体へ派

遣する制度を創設するよう要望します。 

 

（３） 人的支援に係る財政措置の継続及び拡充 

    地方自治法に基づく中長期の派遣職員の受入れ経費及び東日

本大震災津波への対応のために職員の採用を行った場合の経費

については、その全額を震災復興特別交付税により措置すること

とされていますが、平成 27 年度以降、復興が完了するまで継続

するよう要望します。 

    また、派遣職員等のメンタルヘルスケアのための経費について

も、全額を震災復興特別交付税の対象とするよう要望します。 
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（４） 民間企業等からの人的支援の推進 

    復興の進捗に伴い、まちづくりや産業振興の取組など行政の視

点のみならず、民間企業等からの様々な視点を参考に復興を進め

るため、民間企業等からの人的支援について積極的に推進する必

要があると考えられることから、関係団体等へ継続した働きかけ

を行うとともに、被災地方公共団体との丁寧なマッチング調整を

行うなど、円滑な受入れについて支援するよう要望します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

                                                            

４ ＪＲ山田線及び大船渡線の早期復旧に係る国の支援 

                                                            

（１） 鉄道復旧に伴う費用負担の取扱い 

    東日本旅客鉄道株式会社が鉄道復旧を行うに際し、県及び市町

のまちづくりに伴う原状復旧と比べて増加する費用について、地

域の復興に対する支援という観点から、沿線自治体の実質的な負

担がないよう、復興交付金の対象とすることを要望します。 

 

（２） 復興交付金対象外となる箇所における費用負担の取扱い 

    復興交付金の対象とならない部分がある場合についても、震災

復興特別交付税の措置又は取り崩し型基金の積み増しの措置を

行うよう要望します。 

 

（３） 全線復旧に関する東日本旅客鉄道株式会社への指導・助言等の

措置 

    ＪＲ線復興調整会議などで議論を加速させ、鉄道復旧に向けた

環境整備を進め、東日本旅客鉄道株式会社に対し、鉄道による復

旧を早期に決定するよう、必要な指導・助言等の措置を講じるこ

とを要望します。 

 

（４） 早期再開に関する東日本旅客鉄道株式会社への指導・助言等の

措置 

    東日本旅客鉄道株式会社に対し、被害の少なかった箇所から早

期に整備を始め、整備後は直ちに運行を再開するよう、必要な指

導・助言等の措置を講じることを要望します。 


